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 東日本大震災後，高速道路や港湾等の社会資本を中心として，自然災害に対する社会システ

ムの冗長性が注目されている．港湾についても，東海・東南海・南海地震による被災可能性の

ある太平洋側港湾に対する代替機能は十分でないと考えられる．本論文は，東日本大震災での

日本海側港湾による代替輸送等の事例に基づき，太平洋側の地震・津波リスクを整理するとと

もに，太平洋側港湾の被災時に日本海側港湾が果たすべき役割と課題を示した．具体策として，

太平洋側港湾に入港する船舶データなどをもとに，日本海側港湾に水深14m岸壁を整備するこ

とや鉄道輸送網との接続等を提案した． 
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1.  はじめに 

 東日本大震災後，自然災害に対する社会システムの冗

長性（リダンダンシー）や代替機能が注目されており，

企業の中には生産拠点やデータセンターを分散化させる

動きが見られる．また，日本海側港湾が支援物資の輸送

拠点や被災港の代替港として重要な役割を担ったことで，

代替機能や防災拠点としての役割が再認識されている．  

北陸地方整備局管内の港湾（以下，「管内港湾」とい

う）は，地勢を考えれば，近畿圏，中京圏，関東圏の代

替機能を確保する上で重要な役割を求められることが考

えられるが，東日本大震災後の担った役割を踏まえると，

今後，想定される東海・東南海・南海地震により太平洋

側港湾が被災した場合には，広域的な港湾間の連携によ

る高度な代替機能の確保が必要である． 

本論文は，東日本大震災の教訓を踏まえ，災害に強い

物流ネットワークの構築により，我が国の自然災害への

対応力の更なる向上に資するため，太平洋側港湾が被災

した場合の管内港湾が果たすべき役割と課題を明確にし，

今後の港湾施策の方向性を提案することを目的とする． 

そのため，まず東日本大震災後，管内港湾の果たした

役割を整理する．その上で，我が国の地震・津波リスク

について整理し，太平洋側港湾の被災可能性や被災した

場合に起こりうる物流関係の影響を考察する． 

最後に，太平洋側港湾の被災と東日本大震災での管内

港湾の実際の動向を合わせて考察することで，自然災害

に強い物流ネットワークの構築に向けて，管内港湾の果

たすべき役割とその役割を果たす上での課題を明らかに

し，課題解決に向けた具体策を提案する． 

 

2.  東日本大震災時に管内港湾の果たした役割 

 

(1)  東日本大震災による港湾およびその周辺の被災状況 

a) 港湾の被災状況 

 東日本大震災では，東北および北関東沿岸の港湾が全

て一時的に使用できない状況となった．震災直後は，大

量の漂流物により船舶の進入もままならず，3/13の津波

警報・注意報解除後，順次航路啓開作業が行われた．被

災の少ない公共岸壁の一部は迅速に暫定供用されたもの

の，2011年8月22日現在で暫定供用された水深4.5ｍ以深

の公共岸壁は全体の53％となっている１）．コンテナの

取扱については，内貿航路は八戸港において4月23日に

再開した後に順次再開が進んでいるが，外貿航路は5月

19日に再開した八戸港以外，8月19日時点で再開してい

ない．  

b) 企業等の被災状況 

 港湾周辺に立地していた生産施設や貯蔵施設，さらに

タンクローリーも被災した．東北地方に集中していた自

動車部品工場の生産停止は日本国内のみならず海外の関

連する企業に影響を及ぼすこととなった． 

石油製品については，製油所・油槽所からの出荷停止



や道路の被災による配送の遅れのため，被災地周辺を中

心に供給量が減少した．我が国における製油所は図-1の

ように太平洋側を中心に配置され，今回の震災による製

油所の稼働停止により，全国の精製能力（4,516千BD）

の 約30％にあたる1,398千BDの生産能力が一時的に失わ

れた２）． 
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図-1  製油所の所在地と原油処理能力３） 

 

 また，福島原発被災による放射性物質放出も物流へ大

きな影響を及ぼしている．航行船舶が放射能の影響範囲

を避けるため沖合へ大きく迂回したり，輸出品への放射

線検査など，輸送コストの増加要因となる対応が生じて

いる．国土交通省では放射線測定ガイドラインを策定し，

京浜港を中心としたコンテナの放射線量測定が実施され

ているが，日本海側港湾からロシア向けに輸出された中

古車が，通常よりも高い放射線量が測定されたとして積

み戻される事態も発生した． 

  

(2)  日本海側港湾を活用した支援物資輸送 

 東日本大震災では，日本海側港湾が支援物資輸送や

代替機能の面で一定の役割を果たした．以下，代表的な

事例を示す． 

a) 緊急物資（燃料油・ＬＮＧ）の輸送 

燃料油は震災発生後，政府の支援要請を受け，秋田港，

酒田港，新潟港を拠点に被災地への輸送が3/12に開始さ

れている．西日本の製油所から日本海側港湾へ移送し，

タンクローリーにより陸送され，被災港の一部復旧に従

い，タンカーによる直接輸送も同時に行われるようにな

ったが．日本海側からの輸送は4月中まで継続されてい

る（図-2）． 

新潟港における震災後の石油受入量の推移を図-3に示

す．受入量全体では，3月，4月の受入量が前年同月比２

～３割前年より多く，5月には昨年と同程度の受入量と

なっている．油種別で見ると，ガソリン，軽油，重油な

ど，被災地向けに燃料油を輸送していたことが伺える．  

また，ＬＮＧ（液化天然ガス）についても，新潟港で

の受入量が増加している．これは，太平洋側の発電所が

被災して新潟東港に立地する発電所の発電量が増えたこ

とやＬＮＧ受入基地が被災した仙台塩釜港の代替として

新潟港からパイプラインで仙台市ガス局に天然ガスが供

給されたことが要因と考えられる．3月は在庫による対

応であったが，4月は前年同月比1.41倍，5月は同1.67倍，

6月は同1.71倍となっており，電力関係の動向次第では

今後更に受入量が増加する可能性がある． 

 

 

図-2  緊急物資（燃料油）の輸送状況 

出典：国土交通省港湾局資料 
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図-3  石油受入量の推移（2010年，2011年の3月～5月） 

出典：石油元売企業ヒアリングより 

 

 

写真-1  震災直後におけるフェリーの活用状況（秋田港） 

※単位：バレル/日 



b) 支援物資等輸送におけるフェリーの活用 

 フェリーによる支援物資や自衛隊・救急隊等の輸送が

行われ，秋田港等から太平洋側の被災地に展開した（写

真-1）．自衛隊については，4月上旬時点で11,100人が輸

送されている． 

 

c) 日本海側港湾による代替輸送 

 東北地方の海岸近くに立地していた自動車部品工場や

畜産用飼料工場の被災に伴い，新潟港，酒田港，秋田港

などを活用した代替輸送や輸出入が行われた（図-4）．

新潟港では被災港に入港予定であった船舶の受入や畜産

用飼料の東北・北関東方面への出荷に利用されている．

また，直江津港や船川港では製品の原料となる鉱石を被

災港に代わり荷揚げした． 

また，震災後に外貿コンテナ取扱量が急激に伸びてお

り，一例として新潟港のコンテナ取扱量推移を図-5に示

す．震災後の3月～7月にかけて月別での震災前の過去最

高値を上回っている．被災港のコンテナ取扱施設の復旧

に時間を要していることから，東北地方の企業の輸出入

にも利用されていると考えられる． 

 

 
図-4  日本海側港湾を活用した代替輸送 

出典：国土交通省港湾局資料 
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図-5  新潟港の月別外貿コンテナ取扱量の推移 

出典：新潟港統計年報，N-WTTホームページより 

 

3.  東海・東南海・南海地震による太平洋側港湾

の被災とその影響 

 

(1)  我が国の地震・津波リスクと太平洋側港湾の被災可

能性 

我が国は過去に多くの地震被害にあってきたが，図-6

に示すように今後も高い確率で発生することが予測され

ている．特に東海地震については今後30年以内での発生

確率が80％以上とされており，東日本大震災における震

源域も同程度の発生確率であったことを考えると，太平

洋側港湾が被災しうる地震はいつ発生してもおかしくな

い状況である． 

東海地震や東南海地震については，中央防災会議「東

南海，南海地震等に関する専門調査会」等で議論され，

東海＋東南海＋南海地震の同時発生ケース（M8.7）も

2003年に同調査会で検討された．2003年当時，同時発生

ケースはあくまで参考として検討されたものであったが，

今後相当期間東海地震が発生しない場合には「今後の観

測データや学術的知見の蓄積を基に，10年程度後には，

東海地震と東南海地震等との関係について再検討する必

要があると考える．」と指摘された４）． 

2003年時の想定津波高さは，同時発生ケース（満潮

時）で最大4.0ｍ程度（図-7）と想定されている．しかし，

2011年4月27日の中央防災会議において設置された「東

北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関す

る専門調査会」において，今後の地震・津波対策の方向

性を秋頃を目途に提示することとされ，同時発生による

震度及び想定津波高さの見直しがなされた場合，太平洋

側港湾の被災想定規模が更に大きくなる可能性も高いと

考えられる．  
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図-6  海溝沿いの主な地震の今後30年以内の発生確率 

 

 

出典：地震調査研究推進本部HP（2011年1月11日現在 算定基準日2011年1月1日）



図-7 東海＋東南海＋南海地震同時発生時の津波高さ 

  

(2)  太平洋側港湾が被災した場合の物流への影響 

 ここでは，太平洋側港湾，特に三大湾の港湾が被災し

た場合，我が国の物流にどの程度の影響が出るか検討を

行うものとし，三大湾主要港とその他港湾の「外貿コン

テナ取扱量」と「北米・欧州航路数」の比較，そして

「生産拠点の輸出入等への影響」について考察を行う． 

a) 外貿コンテナ輸送への影響 

 まず，外貿コンテナ取扱量については，三大湾の港湾

の占める割合が大きく，2010年の速報値（図-8）では，

全国の外貿コンテナ取扱量1,686万TEUのうち，三大湾の

港湾で約80％（約1,338万ＴＥＵ）を取り扱っている．一

方，管内港湾（新潟港，直江津港，伏木富山港，金沢港，

敦賀港）は1.7％（約28万ＴＥＵ）であり，三大湾の港

湾の1/50に過ぎない状況である． 

三大湾の港湾が同時に被災した場合，全国の80％もの

貨物が影響を受け，しかも三大湾以外の港湾との能力差

を考えれば，その多くは他の港湾からの輸出入も困難な

状況となり得る． 
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図-8  全国の外貿コンテナ取扱量（2010年：速報値） 

出典：国土交通省港湾局資料 

  

b) 北米・欧米航路への影響 

 次に，外貿コンテナの北米・欧州航路に着目すると，

そのほぼすべてが太平洋側港湾に就航していることが分

かる（表-1）．日本海側では博多港に寄港しているのみ

で，本州日本海側港湾には1便も寄港していない． 

 

表-1  我が国に寄港する北米・欧州航路数（便/週）５） 

 

 

太平洋側港湾が被災した場合，我が国は外貿コンテナ

取扱能力の大半を失うというだけでなく，我が国に北

米・欧州航路が寄港できない可能性についても考えなく

てはならない．阪神淡路大震災による神戸港の被災を契

機に北米・欧州航路の我が国港湾の抜港が進行した実態

を鑑みると，我が国港湾の長期的な国際競争力の低下も

懸念される． 

c) 生産拠点の輸出入等への影響 

 中央防災会議における東海・東南海・南海地震の震度

想定（図-9）では，関東地方や近畿地方の一部都府県は

それほど震度が大きくない．震度5強以下の範囲が大部

分を占める都府県（京都，奈良，神奈川，東京，埼玉，

群馬，栃木，千葉，茨城）の製造品出荷額は，関東地方，

東海地方，近畿地方のうち約50％を占めており６），震

災後も相当の輸出入が行われると考えられる．一方，こ

れらの地域の発着貨物が通常利用している太平洋側港湾

は津波等の影響により機能を喪失する可能性が高い．こ

のように，被害の少ない地域の経済活動にも大きな影響

が出る可能性がある． 

 

 

図-9  東海＋東南海＋南海地震の震度分布図 
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図-10  東海・東南海・南海地震発生時に管内港湾が果たすべき役割 

 
4.  北陸管内の港湾が担うべき役割と課題 

 

(1)  大規模震災を想定した場合の物流ネットワークに係

る施策の方向性 

 3.で言及したとおり，我が国は常に大規模な地震と津

波にさらされる現実に直面しており，特に東海・東南

海・南海地震は同時発生も否定できないことから，三大

湾すべてが被災した場合の港湾を中心とした物流ネット

ワーク７）に与える影響は計り知れない． 

今後の我が国における港湾施策の方向性は，平常時の

効率性を追求する他に，大規模災害発生時の全国規模の

物流ネットワークの維持も目指したものでなければなら

ない．各港湾の防災機能の強化はもとより，広範囲で被

害が発生する想定の下で，各港湾が果たすべき役割を明

確化すべきと考える． 

 

(2)  太平洋側港湾が被災した場合に管内港湾に期待され

る役割 

 (1)に示した方向性を踏まえ，東海・東南海・南海地

震の同時発生時に管内港湾が果たすべき役割を，「物流

ネットワーク上に生じる支障と問題」を想定した上で，

「日本海側港湾に求められる対応と課題」及び「具体的

な対策」として図-10に整理した． 

以下に，図-10における主要な論点について述べる． 

a) 支援物資等輸送拠点として必要な機能 

2．で述べたように，震災直後の支援物資や広域支援

隊の輸送にフェリーが活用されており，東海・東南海・

南海地震の発生時にも最も有効な輸送手段となることが

想定される．ここで課題となるのは国内長距離フェリー

にも大小様々な規格のものが使用されており，震災時に

は臨時運航による複数社のフェリー受入を前提とした場

合，大型のフェリーを受け入れられなければ，支援物資

等の輸送に支障を来す点である． 

長距離フェリー協会所属船社の船舶を対象とし，満載

喫水から算定した必要岸壁水深を図-11に示す．必要岸

壁水深は「必要岸壁水深＝満載喫水＋余裕高（満載喫水

×0.1）」として算出した８）．必要岸壁水深7.5ｍを越え

る船舶も3割程度あることから，支援物資等の受入を行

う港湾には水深9ｍ程度の岸壁が必要となる． 
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図-11  フェリー受入のための必要岸壁水深９） 



b) 代替港湾として必要な機能 

太平洋側港湾の代替港として機能するためには，北

米・欧州航路に就航する大型コンテナ船を受け入れるこ

とが必要となる．管内港湾のコンテナ取扱岸壁で最も水

深の深い岸壁は敦賀の-14m岸壁であるが，ガントリーク

レーンが大型船に対応していない．また，新潟港及び伏

木富山港のコンテナ取扱岸壁は，岸壁構造は-14mで，ガ

ントリークレーンも大型船に対応しているものの，泊地

等の水域施設が-12mの暫定供用となっている． 

現在，太平洋側港湾に入港している北米・欧州航路の

満載喫水は図-12の通りであり，-14m岸壁を整備するこ

とで対応できる本船は大幅に増えると考えられる． 
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図-12  我が国に寄港する北米・欧州航路本船の満載喫水１０） 

 

また，東日本大震災で生じた発電所等稼働停止による

一時的な電力供給停止や広域的な計画停電が実施された

場合は，ガントリークレーンでのコンテナ荷役ができな

い事態も想定されるため，非常用電源設備も代替港湾と

して備えるべき設備の一つとして考えておく必要がある． 

c) 多様な輸送モードとの接続 

港湾はあくまで1つのノードに過ぎず，陸上輸送モー

ドと組み合わされて初めて物流ネットワークが機能する． 

東日本大震災では，発災直後，燃料不足によりトラッ

クの運行に支障を来し，東京港等でコンテナターミナル

が混雑した原因となった．他方，日本列島を横断し日本

海側を縦貫する鉄道については比較的復旧が早く，関東

－新潟－東北への貨物列車による燃料輸送も行われた．  

かつては，港湾と鉄道の連携による輸送も盛んであっ

たが，現状は十分活用されていない状況にある． 

今回の東日本大震災の教訓を踏まえると，被災地へ支

援物資等を迅速に供給することが重要である．また，東

海・東南海・南海地震が発生した場合，被害が少ないと

考えられる地域の輸出入貨物を大量に日本海側港湾に輸

送する必要がある．港湾と道路との連携に加え，鉄道と

の連携強化を図り，多様な輸送モードを確保することが，

より災害に強い物流ネットワークの構築に必要不可欠で

あると考えられる． 

d) 運用面での対応 

 大規模災害発生時に日本海側港湾を利用して我が国物

流機能を維持するためには，荷主や物流事業者，港湾管

理者の意識向上が不可欠である．このため，荷主や物流

事業者のＢＣＰに日本海側港湾の利用を位置づけるとと

もに，平常時からの利用を促進させる取り組みが必要で

ある． 

 また，大量の貨物を1つの港湾で扱うことは不可能で

あることから，複数の港湾で貨物を分担して代替港湾と

しての機能を果たす仕組み作りが求められる．さらに，

抜本的な対策として，事業所立地を分散化する動きもあ

り，これに対応するため，日本海側港湾の利便性向上に

より，立地環境を整えることも必要である． 

 

5.  おわりに 

 

 本論文は，東日本大震災での実際の物流動向を踏まえ，

東海・東南海・南海地震により，太平洋側港湾の被災可

能性が高いこと及び全国的に影響が及ぶことを示した．

それらを踏まえた上で，物流ネットワークを維持する上

で管内港湾に求められる対応と具体的な対策として-14

ｍ岸壁の整備や鉄道輸送網との接続を提案した．今後，

本提案の実現に向けて検討を進めて参りたい． 
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